
≪一般会計当初予算の状況≫

【歳入】

【歳出】

一般会計の歳入
（単位：千円）

平成26年度

当初予算額 当初要求額 中間査定後 最終査定後

7,280,422 7,352,235 7,352,235 7,408,688 128,266 1.8%

214,000 201,000 201,000 199,000 △ 15,000 -7.0%

18,000 16,000 16,000 13,000 △ 5,000 -27.8%

13,000 18,500 18,500 23,000 10,000 76.9%

2,400 20,000 20,000 35,000 32,600 1358.3%

670,000 965,000 965,000 970,000 300,000 44.8%

195,000 190,000 190,000 180,000 △ 15,000 -7.7%

35,000 38,000 38,000 29,000 △ 6,000 -17.1%

3,000 2,300 2,300 2,300 △ 700 -23.3%

42,000 34,000 34,000 34,000 △ 8,000 -19.0%

4,229,527 3,993,200 3,993,200 4,071,000 △ 158,527 -3.7%

13,000 10,500 10,500 10,000 △ 3,000 -23.1%

167,979 173,615 173,510 178,510 10,531 6.3%

369,638 381,541 385,882 386,572 16,934 4.6%

3,550,425 4,073,440 4,126,511 4,221,986 671,561 18.9%

1,187,261 1,535,967 1,473,337 1,485,228 297,967 25.1%

61,765 50,642 51,664 53,362 △ 8,403 -13.6%

10 10 10 10 0 0.0%

473,403 396,299 361,084 783,989 310,586 65.6%

100,000 50,000 50,000 100,000 0 0.0%

598,372 573,676 610,654 641,422 43,050 7.2%

2,808,900 3,915,800 3,435,000 3,372,100 563,200 20.1%

22,033,102 23,991,725 23,508,387 24,198,167 2,165,065 9.8%

前年度比

配  当  割  交  付  金

道　支　出　金

株式等譲渡所得割交付金

国の第1次補正予算等による交付金や補助金の活用により、保育所緊急整備事業やファーストマイホーム支援事業、中学校防音機

能普及事業などが平成26年度補正予算で対応することとなったことから、平成27年度予算額としては、総額で約1億8千万円の

減額となりました。

また、特別会計予算の精査により各会計への繰出金を約3億1千万円減額したほか査定済みの案件について再度精査を行った結

果、多くの費目で減額となりました。

合　　　　　計

財　産　収　入

地 方 特 例 交 付 金

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国　庫　支　出　金

市　　　債

繰　入　金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金

地　方　交　付　税

寄　附　金

諸　収　入

平成27年度

繰　越　金

区分（「款」の名称）

市　　　　税

地　方　譲　与　税

利  子  割  交  付  金

平成27年度当初予算の編成過程における収支状況

市税　市税の一部について精査を行い、5千6百万円増額しました。

地方交付税　国が示した地方財政計画や今年度交付実績により精査を行い7千8百万円増額しました。

繰入金　財政調整基金、減債基金、義務教育施設整備基金などを活用したことにより、4億2千万円増額しました。

市債　国の地方財政対策などを踏まえ、臨時財政対策債を1億3千万円減額しました。また、起債対象となる建設事業の精査など

　　　により7千万を増額し、あわせて6千万円の減額となりました。

3回目（最終査定）

1月20日現在の査定後において約9億7千万円の収支不足が生じていましたが、歳入及び歳出において再度精査を行い、前回査定時

より、歳入について6億9千万円を増額、歳出について2億8千万円を減額し収支の均衡を図りました。

最終査定における主な内容は、次のとおりです。



一般会計の歳出
（単位：千円）

平成26年度

当初予算額 当初要求額 中間査定後 最終査定後

189,673 206,303 206,276 206,276 16,603 8.8%

1,073,476 2,602,962 1,831,036 1,928,551 855,075 79.7%

7,583,530 8,167,448 7,975,983 7,900,674 317,144 4.2%

1,748,252 1,491,097 1,472,092 1,476,777 △ 271,475 -15.5%

79,006 107,840 104,951 101,656 22,650 28.7%

362,172 375,192 358,784 349,138 △ 13,034 -3.6%

2,480,797 3,120,699 3,001,650 2,911,676 430,879 17.4%

195,550 144,665 141,547 129,510 △ 66,040 -33.8%

1,859,593 2,949,125 2,853,195 2,750,683 891,090 47.9%

2,534,291 2,465,592 2,485,936 2,465,263 △ 69,028 -2.7%

66,379 63,807 63,807 63,807 △ 2,572 -3.9%

3,825,383 3,949,901 3,949,901 3,879,156 53,773 1.4%

35,000 35,000 35,000 35,000 0 0.0%

22,033,102 25,679,631 24,480,158 24,198,167 2,165,065 9.8%

当初要求時 中間査定後 最終査定後

△ 1,687,906 △ 971,771 0

議　　会　　費

前年度比

財源不足額

農 林 水 産 業 費

商  工  労  働  費

土　　木　　費

平成27年度

消　　防　　費

教　　育　　費

公　　債　　費

諸　支　出　金

区分（「款」の名称）

合　　　　　計

予　　備　　費

民　　生　　費

職　　員　　費

衛　　生　　費

総　　務　　費


